
ミャンマーの工業団地

～ダウェー経済特区の開発動向～

　第５回　
　日本総合研究所　橋本　玄

　ミャンマーは、アジア最後のフロンティアと称され、
世界中の企業から熱い視線を集めている。しかし、ミ
ャンマーには、1998年に日本の大手総合商社とミャン
マー政府が共同開発したミンガラドン工業団地（ヤン
ゴン市街より北へ約20キロメートルに所在）を除き、
インフラの整備された工業団地がない。
　そのような中、2011年３月に発足したテイン・セイ
ン政権は、ミャンマーの経済成長を通じた国民所得の
向上を実現するために、経済特区開発による外国資本
の誘致を促進している。ミャンマーにおける経済特区
開発といえば、日本が官民を挙げて開発を推進してい
るティラワ経済特区が有名ではあるが、「ＡＳＥＡＮ工
業団地ガイド」の第５回目となる今回は、もう一つの
注目すべき経済特区開発として、ダウェー経済特区の
開発動向を取り上げる。
　
　

開発の想定規模はティラワの約 10 倍　
　
　ダウェーは、最
大都市ヤンゴン
から直線距離で
約 380キロメー
トル離れた南部
の都市である。ホ
ーチミン（ベトナ
ム）、プノンペン
（カンボジア）、バ
ンコク（タイ）を
結ぶ南部経済回
廊の西側延長線
上に位置し（図表
１）、インド洋へ
のゲートウエー

として深海港を含む経済特区の開発に対する高い期待
が寄せられている。
　ダウェー経済特区開発は、電力事業、工業団地・タ
ウンシップ事業、通信事業、港湾事業、道路事業、水
事業、鉄道事業といった大規模な複数事業の集合体で
ある。開発面積はティラワ経済特区の10倍におよぶ約

２万ヘクタールで、総事業費は数千億円から数兆円に
上ると言われている。
　ダウェーに経済特区が開発されれば、現在はマラッ
カ海峡を経由している東南アジア諸国とインド以西諸
国の間の物流がダウェー経由にシフトし、リードタイ
ムの大幅な短縮が実現する。タイに生産拠点を集積し
ている日系の自動車メーカーや電機メーカーの競争力
向上に寄与することが期待されている。また、ダウェ
ーの立地の良さを生かして、化学工場や製鉄所といっ
た生産拠点の誘致も想定されている。
　

ダウェー開発の進展に期待
　
　ダウェーの開発によって最も恩恵を受ける国は、当
該国であるミャンマーおよびその隣国のタイである。
これまでダウェーの開発は、その両国が構築した開発
フレームの下で進められてきた（図表２）。
　まず、2008年5月に両国政府が基本的な開発フレー
ムに合意し、同フレームの下で、同年10月にタイの大
手デベロッパー Italian―Thai Development
Corporation Limited （以下、ＩＴＤ社）が、ミャン
マー運輸省港湾局より開発事業権を付与された。すな
わち、両国政府の合意の下で、タイの民間事業者が主
導してダウェーの開発を進める体制が取られることと
なった。開発推進体制が整ったことにより、ダウェー
の開発は着実に進展していくかに思われたが、その後、
しばらくの間、停滞することとなる。その確たる要因
については明らかではないが、ＩＴＤ社が開発資金難
に直面したこと、周辺の少数民族への対応等に手間取
ったためなどと言われている。
　その後、開発の停滞を打開すべく、タイ政府主導で
てこ入れが行われた。ダウェー経済特区の開発を民間
事業者主導ではなく、ミャンマー・タイ両国政府主導
で進めるべく、開発推進体制の再構築が図られたので
ある。その結果、2013年11月に、ＩＴＤ社が開発事
業権を返上することが正式に決定している。
　また、開発体制再構築の過程において、日本政府が
ミャンマー・タイ両国政府から開発への協力要請を受
けていることにも注目したい。ダウェー経済特区開発
のような大規模プロジェクトを成功させるには、適切
なグランドデザインが描かれていることが不可欠であ
る。現時点では、「ダウェーはタイのためのプロジェク
トである」と揶揄（やゆ）する声もある通り、ミャン
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マーにとってのダウェー開発の意義がミャンマー側の
関係者間で認知・共有されているとは言えず、ミャン
マー側の主体的な取り組みが見られていない。今後、
ダウェー開発を加速していくためにはミャンマー側の
主体的な取り組みが不可欠であるが、それにはダウェ
ー開発のグランドデザインを描き直し、ダウェーの開
発が均衡あるミャンマーの経済発展や相対的に開発の
遅れたミャンマー南部の経済発展に寄与する事業であ
ることが明らかにされることが必要である。
　開発途上国や新興国における総合的な開発計画の策
定は日本が知見を有する分野の一つである。ダウェー
のグランドデザインの策定にあたり、日本がミャンマ
ー政府ならびにタイ政府への技術支援を行うことで、
膠着（こうちゃく）した事態が打開されることが期待
される。ダウェー開発の今後の動向に注視していただ
きたい。

　

＜プロフィル＞
　　

　橋本　玄（Hashimoto Gen）
　総合研究部門　社会・産業
デザイン事業部　コンサルタ
ント

　前職にてスリランカ（４年
間の海外駐在）など、南アジ
ア諸国での海外業務経験に従
事後、日本総研に入社。バン
グラデシュ・ミャンマー・ベ
トナム・マレーシア・インド
など、環ベンガル湾諸国に関
連するコンサルティングに携

わっている。
　

ダウェー経済特区開発の経緯
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